
 

 

 

 

 

 

平成 20 年 11 月 26 日 

各  位 

 

 

１１月社長記者会見 

 
 

１．㈱日本証券クリアリング機構における清算受託契約の解約に係る予告期間

の短縮に伴う「取引参加者規程」の一部改正について  ＜資料１ 参照＞ 

 

 

２．株券電子化に伴う当取引所における制度整備に係る「業務規程」等の一部

改正について  ＜資料２ 参照＞ 

 

 

３．年末年始の行事  ＜資料３ 参照＞ 

 
 

以 上 
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㈱日本証券クリアリング機構における清算受託契約の解約に係る予告期間の短縮

に伴う「取引参加者規程」の一部改正について 

 
 

平成 20 年 11 月 26 日 
株式会社名古屋証券取引所 

 
 
１．改正趣旨 

㈱日本証券クリアリング機構において、他社清算参加者からの申し出による清算受託

契約の解約について、一定の条件を予め定めている場合で当該条件に合致したときは、

解約申し出の翌日以降にこれを解約することができることとする特例解約の制度を設

けることに伴い、「取引参加者規程」について、所要の改正を行う。 
 
 

２．改正概要 
 
  （１）非清算参加者は、他社清算参加者より特例解約の申し出を ・取引参加者規程 
     受けた場合には、特例解約の前日までに当取引所に報告す  第 28 条の６ 

ることとする。                     第 5 号 
      
 
  （２）非清算参加者は、清算受託契約が特例解約された場合にお ・取引参加者規程 

いても、清算受託契約に予め定める期間に限り、当取引所  第 39 条の５ 
の承認を受けて、他社清算参加者に対し、信用取引の反対 
売買に係る有価証券等清算取次ぎの委託を行えることとす 
る。 
 

 
３．施 行 日 
 

平成20年12月26日から施行する。 

 
以 上 

資料１ 



 - 1 - 

株券電子化に伴う当取引所における制度整備に係る「業務規程」等の一部改正について 

 

平 成 2 0 年 1 1 月 2 6 日 

株式会社名古屋証券取引所 

 

１．改正趣旨 

平成21年１月５日より、「社債、株式等の振替に関する法律」（以下「振替法」という。）

に基づく株券電子化が実施されることに伴い、業務規程等の一部改正等を行うこととします。 

 

２．改正概要 

 

（１）取引参加者と顧客の間の決済方法について 

・新たに振替制度の対象となる有価証券（内国株券、内国新株予約

権証券及び債券（国債証券を除く。）をいう。以下同じ。）の

売買に伴う取引参加者と顧客との間の決済は、振替法に基づく

口座振替により行うこととします。 

・これら有価証券の現物引渡しにおける券種等に関する規定を廃止

します。 

 

 

 

 

（２）発行日取引の取扱い 

・内国株券の公募に係る発行日取引を廃止します。 

・内国株券及び内国新株予約権証券の無償割当に係る発行日取引を

廃止します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）信認金等の代用有価証券の取扱いについて 

・取引参加者から当取引所への信認金の預託は現金のみとし、代用

有価証券の取扱いは廃止することとします。 

・発行日取引の売買証拠金の代用有価証券として、外国投資証券等

を追加することとし、証券保管振替機構における口座の振替に

より預託を行うこととします。 

 

（備 考） 

 

・受託契約準則第26

条 

 

 

・受託契約準則第19

条、第20条及び第

24条 

・清算･決済規程第

７条、第８条及び

第11条等 

 

・業務規程第９条第

６項、有価証券上

場規程第10条等 

※発行日取引とは、

公募増資等により

新株券を発行する

場合、現物株が発

行されるまでの間

に行われる現物を

伴わない売買取引

をいいます。 

 

・取引参加者規程第

13条第３項等 

・発行日取引の売買

証拠金等に関する

規則第４条第１項

第１号 

資料２ 
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（４）上場基準の整備について 

・新たに振替制度の対象となる有価証券については、指定振替機関

で取扱われることを上場の要件とし、取り扱われなくなった場

合には上場廃止とします。 

・新規上場の際の株券の様式に係る規定及び見本株券の提出に係る

規定を廃止します。 

 

（５）その他 

・所要の用語の整備等を行います。 

 

 

・株券上場廃止基準

第２条第１項第16

号等 

・株券上場審査基準

第４条第１項第10

号等 

 

 

 

３．施 行 日 

平成21年１月５日から施行します。 ※11月19日に公布さ

れた政令により、

振替法の施行日は

平成21年1月5日に

決定しました。 

 

以  上 



平成20年11月26日 

㈱名古屋証券取引所 

 

 

年末年始の行事のご案内 

 

 

名古屋証券取引所では、「大納会」及び「新甫大発会」を下記のとおり執り行います

ので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．大納会 

 

（1）日 時   平成２０年１２月３０日（火） 

           

午前１１時４５分～ 

 

（2）会 場   ５階名証ホール 

 

 

 

２．新甫大発会 

 

（1）日 時   平成２１年 １月 ５日（月） 

 

午前８時４５分～ 

 

（2）会 場   ５階名証ホール 

 

 

 

以 上 

資料３ 




